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(57)【要約】
【課題】移動、組み立て、解体の繰り返しが容易で、安
価で軽量で錆びの問題がなく、意匠性、居住性にも優れ
、一般木造建物のように恒久的設置も可能な簡易建築構
造体を提供する。特に、専用部品や専用技術を必要とし
ないために非専門の建築業者による低コストな増改築、
改修が可能な技術を提供する。
【解決手段】四本の木製フレーム材４ａ～４ｄの各端部
間を直交状態で接合金物により連結した四辺形の環状フ
レームユニット２と、複数の環状フレームユニットをそ
の厚さ方向に所定間隔を隔てて並行に配列した状態で、
複数の環状フレームユニットの天面、及び対向する両側
面の外面に固定されて木製フレーム材間を連結一体化す
る構造合板１０と、複数の環状フレームユニットの床面
上に固定される床板１２と、を備えた。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　四本の木製フレーム材の各端部間を直交状態で連結した四辺形の環状フレームユニット
と、複数の前記環状フレームユニットをその厚さ方向に所定間隔を隔てて並行に配列した
状態で、前記複数の環状フレームユニットの天面、床面、及び対向する両側面の外面に固
定されて前記木製フレーム材間を連結一体化する構造合板と、前記複数の環状フレームユ
ニットの床面上に固定される床板と、を備えたことを特徴とする簡易建築構造体。
【請求項２】
　縦方向へ延びる前記木製フレーム材間に、該各木製フレーム材と交差する方向へ棚板を
掛け渡して収納空間を形成したことを特徴とする請求項１に記載の簡易建築構造体。
【請求項３】
　縦方向へ延びる複数の前記木製フレーム材に夫々片持ち梁の一端を固定して水平に張出
し、前記各片持ち梁上に床板を固定して高床を形成したことを特徴とする請求項１又は２
に記載の簡易建築構造体。
【請求項４】
　前記片持ち梁は四角柱状の金属パイプから成り、該金属パイプの開口した一端縁に形成
した切欠き部の内側端縁を、前記縦方向へ延びる前記木製フレーム材の側面に所定の上下
間隔を隔てて形成した二本の並行なスリット内に挿入することによって、該木製フレーム
材に固定されることを特徴とする請求項３に記載の簡易建築構造体。
【請求項５】
　前記片持ち梁は金属板から成り、該金属板の一端縁に形成した切欠き部の内側端縁を、
前記縦方向へ延びる前記木製フレーム材の側面に所定のスリット内に挿入することによっ
て、該木製フレーム材に固定されることを特徴とする請求項３に記載の簡易建築構造体。
【請求項６】
　前記構造合板の外面に、断熱材層、通気空間、を介して外装材を順次積層したことを特
徴とする請求項１乃至５の何れか一項に記載の簡易建築構造体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、移動、組み立て、解体の繰り返しが容易で、構造を木造にすることにより、
安価で軽量で錆びの問題がなく、意匠性、居住性にも優れ、一般木造建物のように恒久的
設置も可能な簡易建築構造体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　移動が容易で、組み立て、解体を繰り返し実施することができる従来の簡易建物として
は、金属材を使用したラーメン構造体の壁面、天面にパネルを取り付けることにより構築
したものが知られている。このような簡易建物は建設現場などで作業員が居住するための
仮設住居として利用されているが、次のような問題点がある。
　［１］実用性のみを目的として作られたもので、外観、内装とも美観上貧弱である。［
２］パネルから成る壁面、天面、床面では断熱が十分ではなく居住に適さない。［３］構
造上大きな窓を設けられず、連装にした場合には室内が暗くなる。
【０００３】
　また、このような居住性能の悪さの解消を目指したユニット建物も提案されている。例
えば、特許文献１（特開２０００－２３４３８９「建物ユニット及びユニット建物」）に
は、窓やドアが付いた部屋を一つのユニットとし、これらを複数組み合わせ、建物を構成
する方法が開示されている。ここでは断熱性能は改善されているが、問題点が２点ある。
　まず、一部屋を一ユニットとして構造的に成立させているため、部屋（ユニット）の壁
は構造壁であり、部屋同士を連結し建物を構成すると、部屋と部屋が出会う内壁は構造壁
が２重になる。本来この壁は構造的に一枚で済むか、必要ないものであり構造的な無駄と
いえる。



(3) JP 2013-19208 A 2013.1.31

10

20

30

40

50

【０００４】
　次に、日本では「国土交通省令道路運送車両法保安基準第５５条」で公道を運行できる
ものの巾は２．５メートル以下に制限されている。これを超えるものに付いては特例許可
を得なければならず、大型クレーン、橋梁、電鉄車両などが認められるものの、一般に建
築物は許可しないとされている。
　つまり、この条項による制限を受ける結果として、特許文献１において提案されている
ユニット建築の最大巾は２．５メートル以下になり、部屋の内法は２．４メートル程度に
留まる。これを住宅に適用した場合、寝室、浴室には使用できるが、居間使用は無理で、
食堂使用でも真中にテーブルを置き両サイドに座ると人が通れない。事務所使用の場合で
も家具、事務機器のレイアウトが著しく制限される。仮に２．５メートルを超える巾のも
のが認められても運行制限が付き、輸送コストが増大する。
【０００５】
　また、従来のユニット建物にあっては、長期利用中に増改築が必要となったり、災害や
事故によって建物の一部が破損、損耗して改修が必要となった場合に、必要な構造材や接
合金物が既に製造中止となっていたり、メーカーが倒産して入手できなくなる虞がある。
　このような場合には、構造材や接合金物を特注して製造するか、或いは建物全体を建築
し直す必要があり、何れにしても多額の支出を余儀なくされることとなる。また、当該ユ
ニット建物がハイテクノロジーを駆使した構造を有する場合には、専門業者に依頼しない
限り増改築、改修は不可能となる。
　この様な問題は、ユニット建物に限らず、木造建築物一般に言えることである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０００－２３４３８９公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　従来の、移動、組み立て、解体の繰り返し可能なボックス状のユニットの組み合わせ建
物は、一般建物に比べ、断熱性能が劣り、窓が小さく採光が十分ではなく、居住性が劣っ
ていた。また、これらの問題点が解消されているタイプのものは部屋の巾が狭く、使用目
的に制限があるという問題があった。また美観上も優れているとは言えず使用目的も限ら
れていた。
　また、建物を長期利用することを考えた場合に、増改築、改修に際して必要な構造材、
接合金物等が入手不能になっていたり、専門業者による対応が必要とされる場合には、工
事不能となったり、或いは多額の出費が必要となる、という問題があった。
　本発明は上記に鑑みてなされたものであり、移動、組み立て、解体の繰り返しが容易で
、安価で軽量で錆びの問題がなく、意匠性、居住性にも優れ、一般木造建物のように恒久
的設置も可能な簡易建築構造体を提供することを目的としている。
　また、専用部品や専門技術を必要としないために非専門の建築業者による低コストな増
改築、改修が可能な技術を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記目的を達成するため、請求項１の発明に係る簡易建築構造体は、四本の木製フレー
ム材の各端部間を直交状態で連結した四辺形の環状フレームユニットと、複数の前記環状
フレームユニットをその厚さ方向に所定間隔を隔てて並行に配列した状態で、前記複数の
環状フレームユニットの天面、底面、及び対向する両側面の外面に固定されて前記木製フ
レーム材間を連結一体化する構造合板と、前記複数の環状フレームユニットの床面上に固
定される床板と、を備えたことを特徴とする。
　請求項２の発明は、縦方向へ延びる前記木製フレーム材間に、該各木製フレーム材と交
差する方向へ棚板を掛け渡して収納空間を形成したことを特徴とする。
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　請求項３の発明は、縦方向へ延びる複数の前記木製フレーム材に夫々片持ち梁の一端を
固定して水平に張出し、前記各片持ち梁上に床板を固定して高床を形成したことを特徴と
する。
【０００９】
　請求項４の発明は、前記片持ち梁は四角柱状の金属パイプから成り、該金属パイプの一
端縁に形成した切欠き部の内側端縁を、前記縦方向へ延びる前記木製フレーム材の側面に
所定の上下間隔を隔てて形成した二本の並行なスリット内に挿入することによって、該木
製フレーム材に固定されることを特徴とする。
　請求項５の発明は、前記片持ち梁は金属板から成り、該金属板の一端縁に形成した切欠
き部の内側端縁を、前記縦方向へ延びる前記木製フレーム材の側面に所定のスリット内に
挿入することによって、該木製フレーム材に固定されることを特徴とする。
　請求項６の発明は、前記構造合板の外面に、断熱材層、通気空間、を介して外装材を順
次積層したことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、移動、組み立て、解体の繰り返しが容易で、安価で軽量で錆びの問題
がなく、意匠性、居住性にも優れ、一般木造建物のように恒久的設置も可能な簡易建築構
造体を提供することができる。
　特に、専用部品や専用技術を必要としないために非専門の、大工等の建築業者による低
コストな増改築、改修が可能な技術を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の実施の一形態例としての簡易建築構造体のフレーム構造体を示す斜視図
である。
【図２】簡易建築構造体のフレームに構造合板等を組み付ける手順を説明する斜視図であ
る。
【図３】完成品としての簡易建築構造体の一例を示す斜視図である。
【図４】（ａ）及び（ｂ）は仕上げ材を施工した簡易建築構造体の縦断面図、及び内壁の
断面斜視図である。
【図５】（ａ）及び（ｂ）は木製フレーム材間の空間を収納空間として利用した場合の構
成例を示す正面図、及び平面図であり、（ｃ）は変形例の説明図である。
【図６】（ａ）は片持ち梁状の高床を設置した構成例を示す簡易建築構造体の縦断面図で
あり、（ｂ）及び（ｃ）は高床の組み立て手順を示す斜視図である。
【図７】（ａ）及び（ｂ）は、片持ち梁を木製フレーム材に設けた二本のスリット内に差
込み掛止する場合の構成を示す斜視図、及び横断面図である。
【図８】（ａ）及び（ｂ）は、片持ち梁を木製フレーム材に設けた一本のスリット内に差
込み掛止する場合の構成を示す斜視図、及び横断面図である。
【図９】（ａ）乃至（ｄ）は本発明により構築される高床の他の構成例の説明図である。
【図１０】（ａ）乃至（ｆ）は、小型ユニット化したフレーム構造体を複数個用いて大型
のフレーム構造体を構築する手順を示す説明図である。
【図１１】（ａ）（ｂ）及び（ｃ）は本発明の他の実施形態に係る簡易建築構造体の構成
要素を示す斜視図、組み立て状態を示す斜視図、及び連結部の構成を示す説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明を図面に示した実施の形態により詳細に説明する。
　図１は本発明の実施の一形態例としての簡易建築構造体のフレーム構造体を示す斜視図
であり、図２は簡易建築構造体のフレームに構造合板等を組み付ける手順を説明する斜視
図であり、図３は完成品としての簡易建築構造体の一例を示す斜視図である。
　本発明の簡易建築構造体１は、四本の四角柱状の木製フレーム材４ａ、４ｂ、４ｃ、４
ｄの各端部間を直交状態で接合金物６により連結した四辺形の環状フレームユニット２と
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、複数の環状フレームユニット２をその厚さ方向（前後方向）に所定間隔を隔てて並行に
配列した状態で、複数の環状フレームユニット２の天面、対向する両側面、及び底面の外
面に夫々固定されて木製フレーム材間を連結一体化する複数枚の構造合板（コンパネ）１
０と、を備える。環状フレームユニット２間は、木材、或いは金属製の連結部材１５によ
り連結一体化される。
　複数の環状フレームユニット２と、連結部材１５は、フレーム構造体２０を構成してい
る。
【００１３】
　木製フレーム材４ａ、４ｂはフレーム構造体２０の左右の側壁を構成するものであり、
同一形状、同一寸法の角材、集成材等を使用することができる。木製フレーム材４ｃ、４
ｄは、フレーム構造体２０の天面、及び床面を構成するものであり、同一形状、同一寸法
の角材、集成材等を使用することができる。
　木製フレーム材４ａ、４ｂの全長は、例えば、３ｍ（技術的には６ｍも可能）、木製フ
レーム材４ｃ、４ｄの全長は例えば６ｍとする。
　縦方向へ延びる各木製フレーム材４ａ、４ｂは、前後方向厚さＴよりも横方向幅Ｗの方
が長く設定されている。例えば、厚さＴを１２ｃｍ、幅Ｗを２４ｃｍ程度とする。
　また、木製フレーム材間の間隔は、例えば１ｍ程度とする。本例では、７個の環状フレ
ームユニットを１ｍ間隔で配置することにより、フレーム構造体２０の奥行き寸法は、６
ｍとなる。
　各木製フレーム材４ａ乃至４ｄの長手方向両端部間を直交させた状態でＬ字型ジョイン
トプレート等の接合金物６により固定することにより、長方形環状の環状フレームユニッ
ト２を構築する。
　任意の個数の環状フレームユニット２を図示のように所定の間隔を隔てて並行に配置し
た状態で角隅部間を連結部材１５により連結することにより、箱形のフレーム構造体２０
を構築する。
【００１４】
　次いで、図２に示すように、図１のフレーム構造体２０の左右両側面の外側と、底面の
外側に夫々構造合板１０を接着剤、釘等を用いて固定する。構造合板１０は、天面、及び
両側面を構成する各木製フレーム材４ａ、４ｂ、４ｃの外側面、並びに底面を構成する木
製フレーム材４ｄの内側面に固定される。各木製フレーム材４ａ、４ｂ、４ｃの内側には
板材等を接合しないため、各木製フレーム材４ａ、４ｂ、４ｃはフレーム構造体内に露出
した状態となる。
　なお、構造合板１０は、環状フレームユニット２間の全ての空間を塞ぐように組み付け
る必要はなく、必要に応じて構造合板を取り付けない部位を設けても良い。
　また、床板１２は、床面を構成する各木製フレーム材（下地）４ｄの上面に跨って固定
されるため、木製フレーム材４ｄ及び床面側の構造合板１０はフレーム構造体内からは視
認できない。
【００１５】
　符号３０は壁仕上げ材、３２は屋根仕上げ材、３３は床下天井仕上げ材、３４は開口部
回り仕上げ材であり、夫々左右の側壁、天面、床面、及び前面開口部に固定される。なお
、各仕上げ材３０、３２、３３、及び３４の内側には断熱材３０ａ、３２ａ、３３ａ、及
び３４ａを配置する。
　壁仕上げ材３０は外壁となるため、例えば、住宅系であれば板貼り、商業系であれば金
属パネルとしてサインを貼るなど、用途目的に応じて選び施工する。
　屋根仕上げ材３２は屋根となるため、例えば、シート防水、ＦＲＰ防水、金属防水など
、用途目的に応じて選択する。
　また、背面開口部は、図示しない背面仕上げ材により閉止したり、開口部回り仕上げ材
を固定する等の処理を施す。
【００１６】
　構造合板１０の内側面と、床板１２の上面との間に形成される空間が居住空間となる。
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　この簡易建築構造体１は、図３に示すように地盤にアンカーで固定したベースユニット
３６上に設置固定される。
　なお、フレーム構造体２０の奥行き寸法を、国土交通省令道路運送車両法保安基準第５
５条」で公道を運行できるものの巾として規定されている２．５メートル以下に設定する
ことにより、車両に積んで運搬することが可能となる。そして、現場で複数個のフレーム
構造体２０を接続すれば、任意の床面積を備えた建物を構築することができる。
【００１７】
　次に、図４（ａ）及び（ｂ）は仕上げ材を施工した簡易建築構造体の縦断面図、及び内
壁の断面斜視図であり、フレーム構造体２０と、その外面に固定される壁仕上げ材３０、
屋根仕上げ材３２との間に、夫々断熱材４０，通気層４２を介在させた構成例を示してい
る。更には床板１２と図示しない床面仕上げ材との間にも同様の断熱構造を設ける。
　図４（ｂ）に示した木製フレーム材４ａ、４ｂは、例えば厚さＴが１２ｃｍ、幅（突出
長）Ｗが２４ｃの縦柱を構成しており、この縦に延びる木製フレーム材間の空間を収納空
間として利用することができる。なお、本例に係る木製フレーム材は、薄板を積層した集
成材である。
【００１８】
　図５（ａ）及び（ｂ）は木製フレーム材間の空間を収納空間として利用した場合の構成
例を示す正面図、及び平面図である。
　図示するように縦方向へ延びる木製フレーム材４ａ間に、この木製フレーム材４ａと交
差（直交）する方向へ棚板５０を掛け渡して収納空間を形成している。収納空間の左右側
板として木製フレーム材４ａを利用できるため、棚板５０さえ取り付ければ収納空間Ｓ１
を形成できる。
　棚板５０は、隣接する２つの木製フレーム材４ａの対向面に固定、或いは着脱自在に取
り付けた支持部材によって着脱自在に支持する。
　例えば平屋床面積２１．８坪、天井高２．８５ｍの簡易建築構造体において、７８０ｍ
ｍ×２４０ｍｍの棚板が２０８枚設置できる。この量は、一般的な６段スチール本箱３０
個分に当たり、膨大な収納量を確保することができる。
【００１９】
　また、隣接する木製フレーム材４ａの前面に収納用側板５２を突出固定し、収納用側板
５２間と木製フレーム材４ａ間に形成される収納空間Ｓ２を扉５４によって開閉するよう
にしてもよい。
　なお、棚板５０は、各木製フレーム材４ａの突出長と見合う寸法を有している必要はな
く、図５（ｃ）のように木製フレーム材４ａを越えて室内側に突出するように構成しても
よい。この場合、一枚の棚板を複数の収納空間Ｓ１に跨って共用することができ、木製フ
レーム端部から棚板が突出した面積分だけ物品の収容スペースを大きく確保することがで
きる。或いは、この棚板の張出し部分５０ａをデスク、テーブル等として活用することも
できる。
　この場合、棚板５０の一端部に木製フレーム材４ａを嵌合する切欠き５０ｂを形成し、
金具等により木製フレーム材と棚板とを固定する。
　この棚板を木製フレーム材の任意の位置に着脱自在に取り付けるように構成してもよい
。
【００２０】
　このように木製フレーム材間の収納空間Ｓ１を利用して棚板等を設置することにより、
壁全体を利用した壁面収納を実現できる。これは、家具を必要としない収納構造であり、
地震時の揺れによって家具等が転倒、落下、移動したり、損傷することを防止して安全性
を高めることができる。
　木製フレーム材間の収納空間Ｓ１は、棚板を用いずに、床面に設置する冷蔵庫、洗濯機
等々の大型電気製品の設置空間としても利用できる。この際、木製フレーム材を利用して
大型電気を留め具によって固定し、地震による転倒等を効果的に防止することができる。
　或いは、耐震補強するために、隣接する木製フレーム間にＸ字状に筋交いを固定するこ
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とも好ましい。筋交いとしては、木製、金属製であってもよいし、筋交いに変えてダンパ
ーを配置してもよい。
【００２１】
　次に、図６（ａ）は片持ち梁状の高床を設置した構成例を示す簡易建築構造体の縦断面
図であり、（ｂ）及び（ｃ）は高床の組み立て手順を示す斜視図である。
　この実施形態では、縦方向へ延びる複数の木製フレーム材４ａ（４ｂ）から水平に片持
ち梁６０を突設し、各片持ち梁上に床板６５を固定することにより、高床を構築している
。片持ち梁６０はその一端面を木製フレーム材４ａ、４ｂと当接した状態で金具により補
強することにより、木製フレーム材に対して十分な強度で固定することができる。
　このように片持ち梁６０、及び中間階用の床板６５を用いて高床を形成することにより
、居住空間を立体的に利用することが可能となる。特に、吹き抜け空間のどこにでも中間
階を形成することが可能となり、内部空間を三次元的に利用することができるスケルトン
・インフィル住宅の構築が可能となる。しかも、中間階は、取外し、移動、増設が容易で
ある。
　なお、対向する木製フレーム材４ａと、木製フレーム材４ｂの同じ高さ位置に夫々片持
ち梁構造の床板を固定することにより対向して張出し、各床板の端部間を梁により連結し
て対向する２つの側壁に跨って延在する床面を形成することもできる。
【００２２】
　片持ち梁６０は、例えば金属製の中空四角柱（スチール角パイプ）であり、金具、ボル
ト等を用いて各木製フレーム材に対して取付けが可能であるばかりでなく、図７、図８に
示した如き取付け構造によっても十分な支持強度を確保することができる。
　即ち、図７（ａ）及び（ｂ）は、片持ち梁を木製フレーム材に設けた上下二本のスリッ
ト内に差込み掛止する場合の構成を示す斜視図、及び横断面図である。
　例えば１２０ｍｍ角、或いは１５０ｍｍ角の木製フレーム材４ａ（４ｂ）の三つの側面
に図示の如き二本の並行なスリット（幅５ｍｍ、深さ２０ｍｍ程度）４Ｓを所定の上下位
置関係で形成し、このスリット２Ｓを利用して片持ち梁６０の一端部を差込み固定する例
を示している。
　薄板材を中空四角柱状に加工した片持ち梁６０は、木製フレーム材４ａの内側端面の幅
を超える横幅を有しており、その開口した先端の上面と下面には夫々矩形の切欠き部６１
が形成されている。各切欠き部６１の内側端縁６１ａはスリット４Ｓ内に差込み可能な肉
厚と寸法を有している。
【００２３】
　また、片持ち梁６０の先端縁の縦寸法は、２つのスリット間の間隔と等しく設定されて
いる。このため、図示のように片持ち梁６０の先端を二本のスリット４Ｓに向けて差し込
むことにより、各スリット４Ｓ内に切欠き部の内側端縁６１ａが入り込む。これにより、
片持ち梁の重量によって木製フレーム材４ａが下方に加圧され、スリットと切欠き部の内
側端縁とが強固に圧着固定された状態となる。
　このように本実施形態では、片持ち梁を四角柱状の金属パイプから構成し、該金属パイ
プの一端縁に形成した切欠き部の内側端縁を、縦方向へ延びる木製フレーム材４ａの側面
に所定の上下間隔を隔てて形成した二本の並行なスリット４Ｓ内に挿入することによって
、木製フレーム材に固定するようにした。このため、簡単な加工工程、組み付け工程によ
って強固、且つ低コストな片持ち梁構造を実現することができる。
【００２４】
　次に、図８（ａ）及び（ｂ）は、片持ち梁を木製フレーム材に設けた一本のスリット内
に差込み掛止する場合の構成を示す斜視図、及び横断面図である。
　この実施形態では、木製フレーム材の三つの側面に一本のスリット４Ｓを設けると共に
、片持ち梁６０を一枚の金属板材にて構成し、片持ち梁の先端に設けた切欠き６２の内側
端縁６２ａをスリット内に差し込むことにより、片持ち梁を木製フレーム材に固定してい
る。
　なお、片持ち梁６０は、スチール角パイプである必要はなく、金属製、木製の角材であ
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ってもよい。
　図９（ａ）乃至（ｄ）は本発明により構築される高床の他の構成例の説明図である。
【００２５】
　次に、図１０（ａ）乃至（ｆ）は、小型ユニット化したフレーム構造体を複数個用いて
大型のフレーム構造体を構築する手順を示す説明図である。
　図１０（ａ）は地盤に基礎となる２つの基礎部材７０を打設した状態を示しており、（
ｂ）において２つの基礎部材７０間に二本の金属製柱脚７２を平行に差し渡して固定する
。各柱脚７２の両端部には夫々Ｔ字状に支持部材７４が固定されている。
　（ｃ）においては、各支持部材７４上に二本ずつ底部木製フレーム材４ｄを固定し、各
木製フレーム材４ｄの両端部に対して縦の木製フレーム材４ａ、４ｂの下部を固定する。
更に木製フレーム材４ａ、４ｂの上端部間には上部の木製フレーム材４ｃを水平に差し渡
して端部間を固定する。本例では、プレカット工場において、各木製フレーム材４ｃ、４
ｄの端部に予めドリフトピンによってジョイントプレート５が固定されている。このため
、各木製フレーム材間の接合作業が効率化する。
　（ｄ）はフレーム構造体２０の組み上げが完了した状態を示しており、各環状フレーム
ユニット２間は、角隅部間を連結部材１５により連結固定する。
　（ｅ）は（ｄ）に示したフレーム構造体２０を平行に配置して連結部材１６により連結
固定して大型のフレーム構造体２０Ａを構築した状態を示している。
　（ｆ）は、このフレーム構造体２０Ａの外面に構造合板１０を固定した状態を示してい
る。この構造合板の表面上に断熱材、通気空間、仕上げ材が順次形成される。
【００２６】
　以上の構成を備えた本発明の簡易建築構造体は、移動、組み立て、解体の繰り返しが容
易で、安価で軽量で錆びの問題がなく、意匠性、居住性にも優れ、一般木造建物のように
恒久的設置も可能である。
　特に、専用部品や専用技術を必要としないために非専門の建築業者による低コストな増
改築、改修が可能である。
　即ち、本発明はモノコック構造のフレーム構造体２０を備えているため、構成がシンプ
ルで組立が容易であり、ユニット単位での運搬が可能である。特に、構造がシンプルなた
め、施工性がよく、短い工期で、低コストで建てることができる。
【００２７】
　また、本発明の簡易建築構造体は、その一部又は全部を工場で組みたてた状態で自動車
によってどこにでも運搬可能であり、しかも現場において非専門家によって組み立てるこ
とが可能である。
　このため、震災地等におけるリサイクル仮設住宅、プレハブ住宅、セカンドハウスとし
ては勿論、長期居住を目的とした一般住宅としても十分に活用することができる。特に、
居住空間は約６ｍ幅の無柱の内部空間となり、最大限に有効活用することができる。
　特に、解体することにより各構成要素を再利用することができるため、廃材の増加によ
る環境負荷の増大をなくすることができる。即ち、建物自体を他の場所に移設して使う場
合、移設時に再利用できる部材が一部であっても、再利用の促進によって産業廃棄物を減
らすことができ、自動車の中古市場と同様の木造建物の中古市場を発達させることが可能
となる。
【００２８】
　この簡易建築構造体を長期間住居として利用する過程で修理、改装が必要となったとし
ても、木材、金具等市販の材料、部品等を用いて対応できるため、修理、改装不能となる
ことがない。特に、主たる木材部分、即ち木製フレーム材は、二種類しかないため、新た
に製造、加工することが容易であり、入手が容易である。
　また、この簡易建築構造体を積み上げることにより、二階建て、三階建ての建物を構築
することができる。
　また、最近、震災等の災害によってインフラ設備が破壊された場合に対処するために、
インフラに依存しないで生活できる技術（ＩＮＦＲＡ－ＦＲＥＥ　ＬＩＦＥ）の研究が進
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パネル、風力発電、燃料電池、雨水利用のための浄化槽、バイオトイレ等の循環型設備を
利用することとなる。本発明の簡易建築構造体は、このようなインフラフリーの居住環境
を構築するのに好適である。
【００２９】
　次に、図１１（ａ）（ｂ）及び（ｃ）は本発明の他の実施形態に係る簡易建築構造体の
構成要素を示す斜視図、組み立て状態を示す斜視図、及び連結部の構成を示す説明図であ
る。
　この簡易建築構造体８０は、四本の四角柱状の木製フレーム材８４ａ、８４ｂ、８４ｃ
、８４ｄの各端部間を直交状態で固定具を用いない「相欠き方式」によって連結した四辺
形の環状フレームユニット８２と、複数の環状フレームユニット８２をその厚さ方向（前
後方向）に密着させて並行に配列した状態で、接着剤により固着一体化した構成を備える
。各環状フレームユニット８２間は、必要に応じて金属製のロッド（ボルト）８６によっ
て位置合わせした上で連結される。
【００３０】
　図１１（ｃ）に示すように、各木製フレーム材の端部の対向する２つの面には夫々同一
形状の凹所８５が形成されており、各木製フレーム材の凹所８５同士を嵌合させた上で、
木製フレーム材８４ａ、８４ｂ、８４ｃ、８４ｄの対向面同士を接着固定する。
　この簡易建築構造体８０は、ログハウスと同様に木材を組み合わせて形成されており、
これ自体を居住用の建造物として利用することができる。
　この簡易建築構造物８０の利点は、素人であっても容易に組み立てることが可能な点に
ある。各資材を現場に運搬し、現場にて組み立てて設置することができる。
　必要に応じて、断熱材、外装材等を取り付けることにより居住環境を向上することがで
きる。
　なお、この実施形態に係る相欠き構造は、図１の実施形態の木製フレーム材の端部同士
を固定する際にも流用することができる。
【符号の説明】
【００３１】
　１…簡易建築構造体、２…環状フレームユニット、４ａ…木製フレーム材、４ｂ…木製
フレーム材、４ｃ…木製フレーム材、４ｄ…底部木製フレーム材、５…ジョイントプレー
ト、６…接合金物、１０…構造合板、１２…床板、１５…連結部材、１６…連結部材、２
０…フレーム構造体、２０Ａ…フレーム構造体、３６…ベースユニット、４０…断熱材、
４２…通気層、５０…棚板、５２…収納用側板、５３…金具、５４…扉、６０…梁、６５
…床板、６６…金具、７０…基礎部材、７２…金属製柱脚、７４…支持部材、８０…構造
体、８２…環状フレームユニット、８４ａ、８４ｂ、８４ｃ、８４ｄ…木製フレーム材、
８６…ロッド
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